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職員数は、

減少傾向

R5年度 職員数

(実績)79人

建設投資額平均
(H26〜R5)22億円

建設投資額平均
(R9〜R45)50億円

約2.3倍の増加
が⾒込まれる

３団体合計の建設投資額※

（更新事業費等）

大阪広域水道企業団と泉大津市・箕面市・門真市との 
水道事業の統合に向けての検討、協議 統合案の概要

 1．はじめに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 企業団では「おおさか⽔道ビジョン」に基づき、広域化を推進してきた 
 市町村⽔道事業との経営の⼀体化及び事業統合については、⼀度に府域⼀⽔道

をめざすのではなく、協議の整った市町村から順次統合を⾏っている 
 今回、泉⼤津市、箕⾯市及び門真市（以下「３団体」）と統合に向けた検討協

議を進め、統合後の施設整備計画、経営シミュレーション、事業運営体制及びそれ
らに基づく統合の効果について統合案としてとりまとめた 
 

団体名 給⽔⼈⼝ 
（⼈） 

⼀⽇最⼤給⽔量 
（m3/⽇） 

給⽔収益 
（億円） 

泉⼤津市 72,921 23,307 13.9 
箕⾯市 138,834 44,434 22.6 
門真市 116,836 39,260 20.4 

※各団体の住⺠基本台帳による⼈⼝（令和５年度末時点）及び 
⼤阪府の⽔道の現況（令和５年度 ⼤阪府）をもとに作成 

 
 
 

 

 

●⽔源、⽔道施設及び経営に関する⽅針 
・ ⾃⼰⽔源は原則存続する 
・ アセットマネジメントの考えに基づき、適切な期間（更新基準年数）

で更新する 
・ ⽔需要推計に基づいたダウンサイジングを考慮する 
・ 施設の統廃合について検討し、事業費等の縮減を図る 
・ 国交付⾦を最⼤限活⽤し、将来の値上げ抑制に努める 

●事業運営体制に関する⽅針 
・ 業務の⼀元化や外部委託化等、業務の効率化に努める 
・ 企業団の組織⼒を活⽤し、事業運営体制の強化に努める 
・ 新規サービスの導⼊等により利⽤者へのサービスの維持・向上に努める 

 

 
 

 
 
 
 

 

項 目 内 容 

⽔道施設 
関係 

 耐⽤年数を経過し、⽼朽化施設が増加
する⾒込み 

 ⽔需要の減少に伴い、現⾏の能⼒に余
裕のある（稼働率が低い）施設が増加 

経営関係 

 給⽔⼈⼝の減少等によって給⽔収益が
減少する⾒込み 

 ⽼朽化施設の更新費⽤等の増加に伴
い、給⽔原価が上昇する⾒込み 

 今後、⽼朽化した資産の更新に必要とな
る建設投資額（更新事業費）が増加す
る⾒込み 

施設整備 
維持管理 
危機管理 

 職員数が減少している状況で、職員⼀人
で担当する業務が広範囲 

 ⼤規模漏⽔等の事故発⽣時に、応急復
旧する資機材や現場対応する職員の確
保が困難になることを想定 

技術⽔準 

 ベテラン職員の退職や若⼿職員を確保で
きていないなど、職員数が減少している状
況で、専門技術者の確保や若⼿職員へ
の技術継承が困難 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

項 目 条 件 

資産 
 市町村の⽔道事業に係る資産は、負債もあわせて

企業団が無償で承継する 
 ⾃⼰⽔源については、市町村の意⾒を尊重する 

⼟地の利活⽤ 

 ⽔道事業で使⽤しないという判断及びその⼟地の
売却については、市町村と⼗分協議した上で、企
業団が⾏う 

 跡地利⽤に係る計画⽴案のイニシアティブは、企業
団に資産を引き継いだ市町村が持つ 

会
計 

⽔道⽤⽔供給事業 
と⽔道事業  府域⼀⽔道の実現まで、料⾦算定は別々で⾏う 

⽔道事業同⼠ 
 料⾦算定を⼀緒にしても、事業運営に⼤きな影響

がないと認められる場合は、対象となる⽔道事業の
経理区分を⼀つにまとめる 

 

 
 

 

 ２．水需要推計 
 

 

 

 

 

 

 
 

・給水人口 （単位：人）

団体名 R5（実績） R45 減少率

泉大津市 72,921 47,219 ▲35% 

箕面市 138,834 126,714 ▲　9% 

門真市 116,836 66,454 ▲43% 

・一日最大給水量 （単位：m3/日）

団体名 R5（実績） R45 減少率

泉大津市 23,307 19,148 ▲18%

箕面市 44,434 42,275 ▲　5% 

門真市 39,260 24,790 ▲37%
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有収⽔量の減少に伴い、

給⽔収益の減少が⾒込まれる

R５年度 有収⽔量

(実績)34百万m3/年

３団体合計の
給⽔収益

R45年度 有収⽔量

(予測)25百万m3/年

約３割減少
が⾒込まれる

⽔道施設及び経営に関する主な課題 

職員数の現状と建設投資額の⾒通し 

企業団と統合する際の 42 市町村共通の条件（抜粋） 

⽔需要推計結果 有収⽔量の⾒通し 

広域化による運営基盤の強化 

企業団における広域化について 

検討⽅針 

給水人口の減少等により、３団体とも水需要は減少 

※R６以降の建設投資額は、各団体の施設整備計画の事業費及び更新基準年数で 
更新すると仮定した場合の費⽤ 
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３団体

既統合団体

※３団体の経理は区分し、個別の⽔道料⾦（供給単価）を設定 

※統合検討協議を⾏っている団体の議会 

縮減効果 No.

❸

❹  ・ 連絡管の整備
 ・ 船場東受水場の廃止

約22.0
　　　億円

箕
面
市

 ・ 統合配水池（箕面中区配水
 ・ 池）の築造
 ・ 箕面中区配水池の廃止

 ・ 連絡管の整備
 ・ 桜ヶ丘浄水場（半町第1取水
 ・ 場、半町第2取水場を含む）の
 ・ 廃止

主な整備内容

➋

縮減効果 No. 主な整備内容

泉
大
津
市

約12.5
　　　億円

❶
 ・ 統合配水池（中央配水場）の
 ・ 築造
 ・ 中央配水場（1～4号配水池）
 ・ の廃止

縮減効果 No.

門
真
市

約10.2
　　　億円

❺

主な整備内容

 ・ 統合配水池（泉町浄水場内）
 ・ の築造
 ・ 泉町浄水場内の配水池の廃止

   ３．施設整備計画（定量的メリット） 

 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 ４．事業運営体制（定性的メリット） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ５．経営シミュレーション 

 
・ 検討期間は、40 年間（令和６〜45 年度）とする 
・ 統合ケースと単独ケースの２ケースで検討 
・ 統合ケースの経営シミュレーションは国交付⾦を考慮 
・ 損益及び資⾦残⾼等を勘案し、料⾦改定を⾏う 

・ 給⽔収益の算出には、⽔需要推計（経営ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ検討⽤）を
採⽤ 

・ 将来推計値は令和５年度決算値、令和７年度予算値を
基本とする 

 

 

 

 

 

団体名 R６単価 
（円/㎥） 

Ｒ45 単価（40 年後） 効果（単独・統合の⽐較） 
①単独ケース 
（円/㎥） 

②統合ケース 
（円/㎥） 

R45 供給単価 
（①－②） 料⾦改定時期（R45 まで） 

泉⼤津市 184 336 325 約 11 円/m3 抑制 1 年延期（単独 R18⇒統合 R19） 
箕⾯市 161 262 254 約８円/m3 抑制 1 年延期（単独 R11⇒統合 R12） 
門真市 165 392 385 約７円/m3 抑制 1 年延期（単独 R19⇒統合 R20） 

 
 
 
 

 ６．まとめ 

統合のメリットを検討した結果、「運営基盤の強化」及び「利⽤者へのサービスの維持・向上」が図られることを確認 
 

■運営基盤の強化 
○ 定量的メリットについては、施設の統廃合及びダウンサイジングによる事業費等の縮減や国交付⾦の活⽤により、

３団体すべてに効果が発現。また、その効果により、将来の⽔道料⾦（供給単価） の値上げ抑制（値上げ
幅の縮⼩や値上げ時期の延期）ができることを確認 

○ 定性的メリットについては、業務の⼀元化等による効率化や、企業団の持つ技術⼒や組織⼒（⼈的資源）の
活⽤による非常時対応の充実及び技術継承問題の解消等の効果が⾒込めることを確認  

■利⽤者へのサービスの維持・向上 
○ 利⽤者へのサービスを維持するため、統合後の当⾯の事業運営については、３団体の現⾏体制を基本とするが、

将来的には、新規サービスの導⼊等により利便性の向上が⾒込まれることを確認 
  

３団体との統合が実現すれば、府内市町村の半数を超える 22 団体の⽔道事業を企業団が担うこととなり、 
府域⼀⽔道への⼤きな推進⼒になる 

 
 ７．今後のスケジュール（予定） 

 

時  期 作 業 内 容 等 

令和７年度 １月 
３月 

・ ⾸⻑会議（統合案とりまとめ） 
・ 市議会※（規約変更案の先⾏審議） 

令和８年度 

６月 
夏〜冬 

 
２月 

・ 他の構成団体議会（規約変更案の審議） 
・ 統合に関する協定書締結、統合に関する準備 

（事業認可取得、給⽔条例改正案策定、⼈事（組織・定数等）、予算の調整等） 
・ 企業団議会（給⽔条例改正案及び予算案を審議） 

令和９年度 ４月〜 ・ 事業開始 

統合後の施設の統廃合と効果 

取組と主な効果 

条件 

経営シミュレーション結果 

施設整備計画の詳細は、参考１「施設整備計画（詳細）」参照 

箕面市 
門真市 

泉大津市 

３団体合計 

約 44.7 億円 
国交付金 
・交付期限は令和 16 年度まで 
・運営基盤強化等事業については、統合団体における各年度の対象事業費により按分して配分 

※縮減効果欄は 40 年間(令和６〜45 年度)の 
単独ケースに対する統合ケースの縮減額を表す。 

単独ケースと統合ケースにおける 40 年間の⽐較では、3 団体すべてに効果が発現 

経営シミュレーションにより、将来の⽔道料⾦の値上げ抑制ができることを確認 

経営シミュレーション結果の詳細は、参考２「経営シミュレーション結果」参照 
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（凡例）
○︓整備
△︓廃⽌

（凡例）
○︓整備
△︓廃⽌

︓⽔の流れ

団体名 № 事業項目 対象施設 整備内容 凡例

門
真
市

❺ 統合配⽔池（既存施
設の統廃合）を整備 泉町浄⽔場 ・配⽔池を廃⽌し、統合配⽔池を築造 1

（凡例）
○︓整備
△︓廃⽌

  施設整備計画（詳細） 
 

 泉大津市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 箕面市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 門真市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※統廃合に関連する施設のみ記載 

統合配水池の築造 

連絡管の整備 
統合配水池の築造 

統合配水池の築造 

団体名 № 事業項目 対象施設 整備内容 凡例
泉
⼤
津
市

❶ 統合配⽔池（既存施
設の統廃合）を整備 中央配⽔場 ・１〜４号配⽔池を廃⽌し、統合配

　⽔池を築造 1

連絡管の整備 

団体名 № 事業項目 対象施設 整備内容 凡例
・連絡管の整備

・連絡管の整備

・浄⽔場の廃⽌

・取⽔場の廃⽌

・取⽔場の廃⽌

❸ 統合配⽔池（既存施
設の統廃合）を整備 箕⾯中区配⽔池 ・配⽔池を廃⽌し、統合配⽔池を築造

・連絡管の整備

・連絡管の整備

・受⽔場の廃⽌

桜ヶ丘浄⽔場
（半町第1取⽔場、半
町第2取⽔場を含む）

船場東受⽔場❹ 連絡管を整備し、
既存施設を廃⽌

箕
⾯
市

❷ 連絡管を整備し、
既存施設を廃⽌

1

2

1

2

3

3

4

5

4

参考１ 

※統廃合に関連する施設のみ記載 

※統廃合に関連する施設のみ記載 
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 経営シミュレーション結果 

 

●泉⼤津市  供給単価 約 11 円/m3 抑制（R45 単独︓336 円/m3・統合︓325 円/m3） 
 料⾦改定時期 1 年延期（単独 R18→統合 R19） 

 

 

 
 

●箕⾯市  供給単価 約８円/m3 抑制（R45 単独︓262 円/m3・統合︓254 円/m3） 
 料⾦改定時期 1 年延期（単独 R11→統合 R12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

●門真市  供給単価 約７円/m3 抑制（R45 単独︓392 円/m3・統合︓385 円/m3） 
 料⾦改定時期 1 年延期（単独 R19→統合 R20） 

 

 

 
 

参考２ 


